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海外ビジネスと知財人材
海外事業展開に向けて求められる

国際知財人材とその育成
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海外進出は技術移転の連続



海外４輪研究と知財機能拠点

Honda Research Europe
Honda Research N. America

Honda Research Mexico

Honda Research Brazil

Honda Research Asia Pacific

Honda Research South Africa

Honda Research Turkey

Honda Research M. East

Honda Research China
広州本田 Research
東風本田 Research

Thai（Bangkok）
Asian Honda Motor

Brazil（Sao Paulo）
Honda South America

China（Beijing）
Honda Motor China Investment

UK（London）
HME-IP Div.  

Japan
Honda Motor, Honda R&D, 
Honda Engineering

US（①LA ②Ohio）
Honda Patents & Technologies 
North America LLC

英国人弁護士の逆駐在

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
各極R＆Dの役割変化です。赤の部分が強化、新設を示しています。まず国内はさほど第3事業統轄の中で説明のあった軽の開発強化の為、鈴鹿製作所内ＨＧサテライト及びＣＶＴの大幅拡大に伴う浜松製作所内サテライトをスタートします。新興国におけるインドネシア強化の為、HRAPのサテライトをインドネシアに新設、それに伴いインド研究所のオペレーションはＨＧＴが行い、HRAPから分離独立させます。そして、大幅な現調強化が必要なメキシコに8月スタートで研究所を新設します。下の表はそれぞれの拠点における強化項目を赤字で示しています。



調査 中間 審判 係争 不正商品対応・・・・ 専門能力 管理能力
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特許 商標・ブランド 意匠 管理情報 契約

分科会： 人材の専門能力育成・マネージメント

知的財産分科会：

① Hondaの中の知財を専門とする社員の人資源管理 （「知財主幹」）
② Hondaの中の知財を専門とする社員の育成計画企画
③ Hondaの中の知財を専門とする社員の異動・一定レベル迄の昇格審査

知財部門を離れて、他部門へ異動した後も、本人の希望により知財分科会に
所属し、人材の育成や管理を継続することも可能



欧米型の人マネージメント：

専門家としての
キャリアパスが明確

商標特許 著作権 MOT 訴訟

明確な基準

Grade1

Grade2

Grade3



日本型の人マネージメント：

知財専門家としてのキャリアパスが幅広い知識経験を求められる傾向がある

商標特許・意匠 著作権 MOT 訴訟

係争訴訟型人材
特許技術型人材 技術契約・MOT型人材

ソフト知財型人材
意匠・商標・著作権

知財管理・情報管理型人材

社内外研修

他部門への派遣

海外研修・海外駐在

海外語学研修

契約 ノウハウ管理



海外拠点知財機能逆駐在制度

・海外知財機能拠点の殆どが、日本人駐在員を中心とした組織形態

初期： 日本人駐在員のみ
発展期： 日本人MG＋現地スタッフ （弁護士、他）
拡大期： 日本人MG＋現地MG＋現地スタッフ

業務：
・現地開発サポート（調査）、知財創出（特許、意匠）
・不正商品対応 （係争、訴訟、税関対応、水際差止め）
・商標 （リエゾン機能、現地商標権利化、他社権利対応）
・ブランド （ガイドライン啓蒙、遵守モニタリング、リエゾン）
・契約 （現地技術開発契約、生産ライセンス、知財ライセンス）
・ドメインネーム （不正登録対応、地域内関係会社対応）
・渉外 （現地政府機関、特許庁、関係諸官庁、産業団体対応）
・グループ会社内啓蒙・啓発

日本へ逆駐在派遣：
・基本は現地業務を中心とした同様の業務を日本でも展開する
・日本本社の知財全般の業務で、帰任後役立つ業務にも従事させる
→ 本人のモチベーションと日本語の能力が成功の鍵となる



南米駐在員の業務内容

□ 不正商品対策 コピー品監視網の構築｜ 警告対応 ｜ 訴訟対応 （特・意・商標・不正競争）
水際戦略 ｜ 戦略的知財広報 ｜ 侵害者による謝罪広告
ロビーイング活動 （不正商品対策関係）

□ 意匠 中南米地域出願選定基準、個別案件出願国の提言
□ 契約 ライセンス契約締結・登記 ｜ 技術サービス契約締結・登記

その他各種契約
□ 渉外活動 ブラジル技術移転・外貨送金規制
□ ブランド ガイドライン普及活動 ｜ 遵守状況モニタリング チェック

中南米現地法人普及活動
□ 商標 クリアランス ｜ 他社不当権利対応 ｜ 権利化ルート確立
□ ドメインネーム 不正登録・使用対応 ドメインネーム統一・管理規則導入
□ 不正競争 他社による不正比較広告対応
□ 啓発活動 関連会社知財セミナー等の社内啓発活動

□ 南米全体 知財リエゾンネットワークの構築



南米案件： 全てブラジルから遠隔対応 → 主要現法知財力の強化
更に現場に密着した対応でより効率的、スピーディーに対応
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南米本部ネットワーク構築知財リエゾンネットワーク

チリ



企業比較①

100年の歴史を持つ欧州企業
・企業規模：大
・知財組織： 階層化と狭い業務範囲 （上層階、水平階の業務の重なり無し）
・業務範囲： 明確、狭量、深化

× ×

×

多くの階層



企業比較 ②

60年の歴史を持つ欧州企業
・企業規模： 小
・知財組織： 小組織と幅広い業務範囲
・業務範囲： 明確だが必要な事は全てやる、広範囲、

一気に横幅と高さが
拡大した業務範囲



グローバル知財人材理想像：

日本：
知財領域の中で、複数以上の専門領域で高度な知識経験を有し、
海外での係争訴訟、契約交渉、渉外活動に従事できる人材。
当然、一定以上の語学力も必要となる。

海外：
知財領域の中で、複数以上の専門領域で高度な知識経験を有し、
知財に関する全般的な知識と、弁護士等のプロフェッショナル人材を
マネージメントできるだけの語学力とコミュニケーション能力を兼ね備えた
人材。 縦型・横型のマネージメントの差、異文化コミュニケーションに
柔軟な姿勢と考えを発揮できる事が望ましい。
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